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今日の流れ

１ 日本の言語政策の現状の概観

２ 日本語教育の専門性とは何かを検討

３ 今後への提言を考える
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はじめに

日本語教育をめぐる社会の変化

国際関係の変化

テロによる難民の増加、移民排斥

トランプ氏移民排斥運動、イギリスのEU離脱

日本社会の変化

少子高齢化：

地方消滅、介護看護人材の確保、

労働者の確保

震災

技術研修制度、EPA、

介護看護福祉士の日本語、「特別の教育課程」…



外国人の状況

外国人労働者 108万3769人

過去最高 前年比 19.4%  

17万５８７３人増加

（厚生労働省 2016.10末 ）



日本語学習者の歴史的変遷

留学生

国際結婚

70年代インドシナ難民

カンボジア ベトナム….

80年代 中国帰国者

日系南米人 ニューカマー

ブラジル、ペルー



日本語学習が必要な子どもの変化

外国籍の子ども

２世から４世の子ども

日本生まれの子ども

日本国籍の子ども



日本の多文化多言語状況
１ 在留外国人数 約223万2189人 26年度調査（24年度調査）

11万358人増加 昭和34年以来最多

１位 中国 ６６万５８４７人
２位 韓国・朝鮮 ４５万７７７２人
３位フィリピン ２２万９５９５人

２ 公立の小・中・高校等に在籍する外国人児童生徒数
73,289人

☆うち 日本語支援が必要な
外国人児童生徒の数

29,198 人 (27,013 人) 2,185 人[8.1%]増加

３ 日本語支援が必要な
日本国籍の児童生徒数

7,897 人(6,171人) 1,726 人[28.0%]増加



日本語指導が必要な外国籍児童生徒

母語別ランキング 26年度 （平成24年調査）

１ ポルトガル語 8340人 （8,848 人）

２ 中国語 6410人 (5515 人）

３ フィリピノ語 5153人 （4,350 人）

４ スペイン語 3576人 （3,480 人)

５ ベトナム語 1215人（ （1,104人）

６ 英語 777人（644 人)

７ 韓国・朝鮮語 614人 (624 人)

上位4言語で全体の 80％以上
24年度から英語が韓国・朝鮮語を上回っている。



日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒

言語状況

１ フィリピノ語 2,253 人 28.5%

２ 日本語 1,762 人 22.3%、

３ 中国語 1,501 人 19.0%、

４ 英語 706 人で 8.9%

５ ポルトガル語 384人 5.0%

６ スペイン語 316人 4.0%

７ ベトナム語 92人 1.2%

その他 703人 8.9%

上位 4言語で全体の 78.7%



日本教育に関連する政策 「特別の教育課程」

特別の教育課程 (平成26年4月1日施行)による

• 日本語指導の位置付け

– 「特別の教育課程」による日本語指導は，児童生徒が
学校生活を送る上や教科等の授業を理解する上で必
要な日本語の指導を，在籍学級の教育課程の一部の
時間に替えて，在籍学級以外の教室で行う教育の形
態です。これは，学校教育法施行規則第56条の2，第
79条，第108条及び第132条の3に基づき，小学校，中

学校，中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の
小学部若しくは中学部において行われるものです。

（文部科学省HP）



「特別の教育課程」の意義

正規の教育課程として
位置づける



「特別の教育課程」の意義

１）正規の教育課題として位置付けられる

学習の保証

２）日本語教室の学習と在籍学級での学びが関連

付けられる

３）学習の記録が公的に残される

学びの連続性が確保される

４）子どもを取り巻く環境全体のつながりが形成さ

れる

学校・地域の連携

(石井 2015)



「特別の教育課程」の課題
2016年６月報告書による４つの課題

１ 日本語指導が必要な児童生徒数が増加傾
向にある 指導者不足

２ 「特別の教育課程」の普及・啓発、教員の配
置等の体制整備

３ 日本語能力が十分でない等の理由により、
希望しても高校進学できず、就職や帰国を余儀
なくされる状況への対応

４ 外国人児童生徒等を持つ保護者への日本
語教育の全国的拡大

(石井 2015)



「特別の教育課程」施行の疑問点

教師研修より

学校によって認知度の差が大きい

導入度合いが低い（２割程度 2016年６月報告書）

具体的な指導内容は方法については、未開発

１ どのように教えるの？ （指導方法）

これまでのように外部の指導者を頼めなくなる？

ボランティアは学校から締め出される？

（研究会での声）

２ どのように点数をつけるの？ （評価方法）

DLA（Dialogic Language Assessment＝対話型アセス
メント＝2014年1月に文科省HPで公開））との関係は？
その他の評価法など



「特別の教育課程」施行の疑問点

３ 指導者育成はどこで誰がする？

教職免許との関係は？

日本語教員養成課程修了者はどうなる？

（教員養成）

これまでの外部の指導者、ボランティアは

学校教育からは除外される？

日本語教育の専門性の捉え直し？

日本語教員養成課程の捉え直し？

(石井 2015)



問われる日本語教育の専門性

（1）「人間の」発達段階における「ことば」
の発達を見る

（2）子どもの背景にある、日本語以外の
各自のことばの習得状況とのバランス

（3）人としての成長・発達の全体を視野
に入れて子どもを捉える
ライフコースの変化、キャリア形成を支える

（石井 2015)



ことばの力の捉え方
Cumminsによる言語能力の3側面

１ 弁別的言語能力 (Discrete Language Skills：DLS）

=基本的なことばの知識と運用技能（文法,発音,語彙,文字など）

２ 対人ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力 （Communicative Fluency：CF）

=具体的場面での基礎的な対人コミュニケーションの力

３ 教科学習言語能力 （Academic Language Proficiency：ALP）

=学習や深い思考など、ことばによって複雑な事柄や考えを説
明したり、理解を深めたりする力

（石井 2015)



看護介護のための日本語
１ 候補者に対する日本語教育をめぐる問題点

日本語学習、日本語による国家試験受験を自明視

２ 日本語教育政策の成立過程における問題点
外務省、経産省、厚労省の行政の一環として処理

農作物や工業製品の関税の駆け引きの材料として決定

３ 言語教育観・文化観における問題点
「漢字は難しい」「専門用語はむずかしい」…

専門日本語の配慮の希薄さ

「礼拝」「食事制限」「スカーフ」３点セットで障害扱い

「小学校４年生レベル」 （布尾 2016)



看護介護のための日本語
１ 候補者に対する日本語教育をめぐる問題点
国家試験問題から目標言語の難しさ調査

２ 政策立案に向けての提言

１ 言語教育を含む制度を立ち上げる際、調査研究費用も予
算計上 目標言語調査、
学習についての調査を行なう
２ 言語能力評価基準の開発
３ 他分野との日本語教育の議論を参照

４ 日本語教育・言語教育の専門的な議論調査のシンクタン
ク創設

３ 言語（教育観）・文化観への問題への提言
本人以外の家族や子どもの日本語教育
母語教育・継承語教育との関係から日本語教育を捉える

（布尾 2016)



問われる日本語教育の専門性
１ 「だれが」「何を目標に」 「何を使って」
「どのように」 教えるのか

教育の基本的要素が不透明

２ だれがどのように日本語力を評価するのか
日本語能力試験が唯一の尺度になっている事
の問題点 （布尾 2016)

☆看護介護の現場に必要な日本語とは？

Q1:「機能会話」としてどのようなテキストを作成します
か？ 例： 「看取る」という章
Q2:そのためにはどんなことが必要でしょうか？



日本語教育推進法

超党派、省庁を越えた日本語教育推進の場

日本語教育推進議連総会から

１回から８回(2016.11.から2017.6.)

日本語教育学会HP

http://www.nkg.or.jp/shakaikeihatsu

文化庁 文科省、内閣府、法務省、外務省、

厚労省、経産省、国際交流基金

＊日本語教育学会 第２回（2016.12.1)

にヒアリング

http://www.nkg.or.jp/shakaikeihatsu


第八回日本語教育推進議連総会から
海外の日本語教育の動き
(1)初等教育における日本語教育の拡大傾向
(2)学習者数は、教育制度改革などにより、上位3か国(中国・
インドネシア・韓国)で減少、一方、多くの国では増加し、国・
地域毎に傾向が多様化
(3)進出日本企業からの現地人材への日本語教育に対する
ニーズ増加
(4)技能実習制度・EPAなど、日本への受け入れ人材の育成
のための日本語教育ニーズ増加
(5)特に東南アジアで民間日本語教育機関の学習者が増加
(6)学習方法の多様化(インターネット、eラーニング等) 

日本語教育学会HP「日本語教育推進議員連盟第八回総会2017.6.15.
開催報告より http://www.nkg.or.jp/wp/wp-
content/uploads/2017/06/giinrenmei_20170615.pdf

（福山 2017）

http://www.nkg.or.jp/wp/wp-content/uploads/2017/06/giinrenmei_20170615.pdf


海外の日本語学習・日本語教育の状況
１ 高校生以下の日本語学習者が多い

例：インドネシア 95%（約70万人）が高校生

レベルは初級

２ 実務に結びついた日本語教育

（１）EPAに基づくインドネシア人看護師・介護福祉
士候補者に対する日本語予備教育事業

例：インドネシア

国際交流基金が訪日前の日本語研修を担当

年々参加者が増え(2016年参加者326人)

日本人、インドネシア人とも深刻な教師不足。

（２）技能実習生の事前日本語教育

３ 新しい交流事業「日本語パートナーズ」



「日本語パートナーズ」

１ 2014年~2020年までの7年間で3000人以上
の20歳から69歳までの日本語母語話者を、現
地の日本語教師や生徒の日本語学習のパー
トナーとしてASEANを中心とするアジアに派遣。

２各国の高校などで、現地教師のアシスタントと
して授業運営に携わり、日本語教育を支援す

るとともに、派遣先校の生徒や地域の人たちに
日本文化の紹介を通じた交流活動を行う。

３ 日本語パートナーズ自身も現地の言語、文
化、社会を学び、体験を日本に発信する。



「日本語パートナーズ」

【派遣実績】

国名・地域 2014年度 2015年度 2016年度合計 634人
派遣

インドネシア タイ マレーシア ベトナム フィリピ
ン ミャンマー -シンガポール -カンボジア -ラオス - ブ
ルネイ -中国 -台湾

世界での自国語講座運営状況

国際交流基金 31

孔子学院 1586 （中国語） 世宗学堂 （韓国語）174



「日本語パートナーズ」の可能性と問題点

１ 受益者はだれか

現地の年少者の人々？

派遣された人々？

現地国政府？

日本政府？

２ 日本語教育の位置づけは何か？

３ 青年海外協力隊との違いは？



日本語教育推進法から見える問題点
日本の法制度と言語政策に対する態度
日本国憲法１４条 「言語による差別禁止不在」
「国際法上の言語権・移民移住者の人権の未受容

＊赤字は日本が批准していないもの
• 1948 世界人権宣言
• 1962 教育における差別を禁止する条約
• 1966 国際人権規約
• 1969  人種差別撤廃条約
• 1978  移動労働者条約
• 1985 外国人市民の権利条約
• 1989 原住民及び種族民条約
• 1990 すべての移民とその家族の権利保護に関する条約
• 1992 言語的、種族的、言語的少数者に属する者の権利に関する
宣言

• 1990 児童の権利条約
• 2007 先住民族権利宣言
• 2008 障害者権利条約

（杉本 2017)



参考資料 DLA  記号と文化



参考資料 DLA  文化と語彙



参考資料 DLA     学校文化と語彙１



参考資料：教材 文化と語彙１

（吉村 2017)



参考資料：教材 文化と語彙２

（吉村 2017)



参考資料：教材 文化と語彙３

（吉村 2017)



参考資料：多言語多文化教育教材

「多言語・多文化教材の開発による学校と地域
の連携構築に向けた総合的研究」（代表：山西
優二、2011~2013年度）

☆多言語・多文化教材研究

http://www.waseda.jp/prj-
tagengo2013/blog/html/pages/gaiyou.html

http://www.waseda.jp/prj-tagengo2013/blog/html/pages/gaiyou.html


ディスカッション
日本語教育の専門性とは？
それぞれの場での
今後への提言を考えてみよう！

１ 特別の教育課程

２ 看護介護

３ 日本語学校

４ 日本語教員養成課程

５ 日本語パートナーズ
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